
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
燃油価格や配合飼料価格の上昇に備えて、漁業者・養殖業者と国が資⾦を積⽴

てます。
燃油・配合飼料の価格が、⼀定の基準を超えて上昇した場合に、漁業者や養殖

業者に対し、補塡⾦が⽀払われます。
補塡⾦は、漁業者・養殖業者と国が１対１の割合で負担します（燃油については、

国の負担割合を段階的に⾼めて補塡するほか、各加⼊者の判断に応じて、加⼊者の
積⽴⾦から付加補塡⾦が⽀払われます）。

１．補塡基準
補塡⾦は、四半期ごとに、当該四半期の燃油⼜は配合飼料の平均価格が７中

５平均値*を超えた場合に⽀払われます。
*７中５平均値︓直前７年間（84ヶ⽉分）の各⽉の平均価格のうち、⾼値12ヶ⽉分と
低値12ヶ⽉分を除いた５年（60ヶ⽉）分の平均値

２．急騰対策
燃油については、補塡基準価格を超えない場合でも⼀定期間に急激な上昇が

あった場合には補塡⾦が⽀払われるほか、各加⼊者の判断に応じて、加⼊者の積
⽴⾦から付加補塡⾦が⽀払われます。

5年10⽉
84,450円/kℓ

原油の価格推移原油価格
（円/kℓ）

25年12⽉
70,210円/kℓ

4年6⽉
95,390円/kℓ

2年4⽉
13,840円/kℓ

漁業経営セーフティーネット構築事業

＜対策のポイント＞
燃油や配合飼料の価格が上昇した場合にその影響を緩和するための備えとして、漁業者・養殖業者と国の拠出により、燃油・配合飼料価格が上昇した場合

に補塡⾦を交付するセーフティーネットを構築します。

＜事業⽬標＞
漁労収⼊（１千円）当たりのコスト（漁労⽀出）を10年間で５％削減［令和11年度まで］

＜事業の流れ＞

国 （⼀社）漁業経営安定化推進協会 漁業者・養殖業者
定額 定額

［お問い合わせ先］（漁業⽤燃油） ⽔産庁企画課 （03-6744-2341）
（養殖⽤配合飼料） 栽培養殖課（03-6744-2383）

燃油や配合飼
料がまた値上が
りしたらどうしよう。
不安だな。

燃油や配合飼料価格の
⾼騰が⻑期間続いても
安⼼だね︕

価
格

価格⾼騰の影響を緩和
＝補塡分

【令和６年度予算概算決定額 1,822（1,822）百万円】
(令和５年度補正予算額 36,645百万円)

配合飼料価格
（円/トン） 配合飼料の価格推移

27年６⽉
212,213円/㌧

24年10⽉
146,553円/㌧

5年10⽉
232,515円/㌧

３⽉ 6⽉ 9⽉ 12⽉・・・
⽀払⽉

5年5⽉
249,649円/㌧



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．⽔産業競争⼒強化漁船導⼊緊急⽀援事業 ６,000百万円

中核的漁業者へのリース⽅式による漁船の導⼊を⽀援します。
２．競争⼒強化型機器等導⼊緊急対策事業 1,500百万円

⽣産性の向上、省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導⼊を⽀援します。
３．⽔産業競争⼒強化緊急施設整備事業 4,500百万円

競争⼒強化のために必要となる共同利⽤施設の整備等を⽀援します。
４．広域浜プラン緊急対策事業 （所要額）1,188百万円

漁協の経営・事業改善の取組等を促進するための意欲ある漁業者の収益⼒向
上・コスト削減等の実証的取組を⽀援するとともに、安定的な操業に必要なクロマグ
ロの混獲回避活動を⽀援します。

５．⽔産業競争⼒強化⾦融⽀援事業 （所要額）410百万円
漁船の建造・取得・改修、漁業⽤機器等の導⼊を図る漁業者等が借り⼊れる資

⾦について、無利⼦・無担保・無保証⼈等での融資が可能となるよう⽀援します。
６．⽔産業競争⼒強化漁港機能増進事業 1,000百万円

漁港の機能を増進し、競争⼒のある⽣産・流通体制を構築するために必要とな
る漁港施設等の整備を⽀援します。

７．漁業構造改⾰総合対策事業 7,000百万円
不漁・脱炭素対策として⻑期的不漁や燃油削減に対応するための多⽬的漁船

の導⼊等新たな操業・⽣産体制への転換、マーケットイン型養殖業等の実証の取
組を⽀援します。

 中核的漁業者を認定し、漁船の導⼊促進
 ⽣産性の向上、省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導⼊促進
 施設の再編整備等を推進
 収益⼒向上・コスト削減等の実証的取組への⽀援を通じた漁協の経営・事業改善
の取組の促進及び安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動への⽀援

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的漁業者の育成、
漁船漁業の構造改⾰を推進し、あわせて漁協の経営・事業改善の取組を促進

⽔産業競争⼒強化緊急事業
【令和５年度補正予算額 20,500百万円】

＜対策のポイント＞
意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持って漁業経営に取り組むことができるよう、「広域浜プラン」等に基づくリース⽅式による漁船導⼊や産地施設の再編
整備、⽣産性向上や省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導⼊、漁港施設の整備等を⽀援することにより、持続可能な収益性の⾼い操業体制への転
換を推進するとともに、浜の活性化を主導すべき漁協の経営・事業改善の取組を促進します。

＜事業⽬標＞
１経営体当たりの⽣産額の向上（10％以上［令和10年度まで］）

［お問い合わせ先］2の事業については、⽔産庁企画課効率化推進班 （03-6744-2341）

広域浜プラン（浜の活⼒再⽣広域プラン・漁船漁業構造改⾰広域プラン）

＜ 広域浜プランに基づき以下を実施 ＞

⽔産業の体質強化を図り持続可能な操業体制への転換を推進
＜ 導⼊例 ＞

⽔産加⼯処理施設

漁船

＜実証的取組例＞

＜事業の流れ＞

⺠間団体等

市町村・漁協等

定額、1/2等
（１、２、４、５、７の事業）

（３、６の事業）
国 1/2等

都道府県
1/2等

機器等（省エネ型エンジン）※５は、既存の基⾦を利⽤するため合計額には含まない



漁業経営セーフティーネット構築事業の補塡について

１．価格差補塡金

当該四半期の平均原油・配合飼料価格（注１）が、補塡基準価格（注
２）を超えた場合に、補塡基準価格を超えた分を補塡
※ 漁業用燃油については、

・補塡基準価格からの超過割合に応じ、国の負担割合が増加
・補塡金単価に相当する額（10,000円を上限）を漁業者の積立
から任意で取崩し

補塡金額＝補塡金単価×加入者の購入実績数量

国１：漁業者１

（養殖用配合飼料）

国１：漁業者１

国３：漁業者１

補塡基準価格
×117%のライン

補塡基準価格
×108.5%のライン

補塡基準価格
（７中５平
均価格）

補
塡
金
単
価

（漁業用燃油）

（注１）：当該四半期の平均原油・配合飼料価格：当該四半期における各月の平均原油・配合飼料価格の
３ヶ月平均

（注２）：補塡基準価格（７中５平均原油・配合飼料価格）：直前７年間（84ヶ月分）の各月の平均原油・配合
飼料価格のうち、高値12ヶ月分と安値12ヶ月分を除いた５年間（60ヶ月）分の月平均価格の平均

当該四半期の平均原油価格（注１）が補塡基準価格（注２）に達していなくて
も、
①当該四半期の平均原油価格が直前四半期若しくは前年同四半期の平均と

比べて20％以上上昇又は当該四半期の平均原油価格が２年前の同四半
期と比べて40％以上上昇、かつ、

②補塡基準価格の85%以上になった場合に、
価格上昇分の３／４を国と漁業者が１：１で負担し、１／４を漁業者が任意で負
担し補塡

２．急騰対策補塡金（漁業用燃油のみ）

直前四半期又は前年
同四半期の原油価格
若しくは２年前の同四
半期の原油価格

※２年前と比べて40％
以上上昇した場合の補
塡金単価は１年前の価
格を基準とする。

補塡基準価格
の85％

20%
以上
又は
40%
以上

補塡基準価格
（７中５平
均価格）

補
塡
金
単
価
※

1/4

急
騰
に
よ
る
価
格
上
昇
分

国１：漁業者１

漁業者負担※

※ 漁業者負担の
補塡金の支払い
は任意

3/4

補塡金の算定方法

国２：漁業者１
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